
　　市税
福岡市には、納められた税金の使いみちが特
別に決まっておらず、どのような経費にも充て
ることができる普通税と、税金の使いみちが
特定されている目的税の、8種類があります。
（P11）
　　諸収入
他の収入科目に含まれない収入をまとめたも
のであり、主なものは、貸付金の返済金、宝く
じの収益事業収入、預金利子、延滞金等です。
宝くじは、都道府県と政令指定都市が共同で
発行しており、各都道府県ごとの売上に応じて
収益金が福岡県に配分されたあと、福岡市へ
交付されます。
宝くじを購入される際は、ぜひ福岡県内でお
求めください。

目的別歳出

　　扶助費
生活保護費や保育所などの運営費など
　　公債費
市債の元金、利子の支払いに要する経費
　　出資金等
公営企業や外郭団体へ出資する経費など
　　物件費
庁舎の光熱水費、備品や消耗品の購入費など
　　補助費等
公営企業や外郭団体、その他各種団体等に
対する負担金や補助金など

構成比等は、四捨五入の関係で合計が
合わない場合があります。

　　保健福祉費
保健医療や高齢福祉などの社会福祉施策
に要する経費
　　経済観光文化費
商工業、観光、文化の振興などに要する経費
　　こども育成費
こどもと子育て家庭支援などに要する経費
　　教育費
市立小中学校などの学校教育、図書館や生
涯学習などの社会教育に要する経費
　　公債費
市立小中学校や市営住宅などの建設財源と
して借り入れた市債の返済などに要する経費
　　総務費
コミュニティ活動の支援、市税の賦課徴収
や市の一般行政運営に要する経費
　　都市計画費
街路、公園、広場や区画整理などの都市施
設の整備に要する経費
　　土木費
道路、河川、市営住宅などの整備、管理に要
する経費
　　環境費
ごみ処理費や清掃工場などの生活環境の
整備に要する経費
　　消防費
消防、救急活動に要する経費
　　農林水産業費･その他
農林水産業の振興などに要する経費、
議会費、予備費など
　　港湾空港費
港や海岸環境、空港等の整備に要する経費

歳　　入
総
額1兆1,128億円

　福岡市の令和７年度の一般会計歳入予算は、１兆1,128億円となっています。一般会計とは、子育てや健康福祉
など暮らしに関わりの深い事業を進める中心的な会計です。福岡市の令和７年度の一般会計歳入予算に占める市
税の割合は、36.3％（4,035億円）で、市税は最も主要な財源となっています。

歳　　出
総
額

億
円1兆1,128

財産収入・その他
80億円（0.7%）

地方交付税
495億円（4.4%）

繰入金
158億円（1.4%）
分担金および負担金
80億円（0.7%）

市たばこ税
130億円（3.2%）

軽自動車税
24億円（0.6%）

事業所税
87億円（2.2%）

宿泊税
31億円（0.8%）
入湯税
0.5億円（0.0%）

都市計画税
323億円
（8.0%）

都市計画税
323億円
（8.0%）
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使用料および手数料
278億円（2.5%）

宝くじマスコット
キャラクター
「クーちゃん」

農林水産業費・その他
106億円（1.0%）

消防費
198億円（1.8%）

環境費
327億円（2.9%）

土木費
484億円（4.3%）

港湾空港費
102億円（0.9%）

都市計画費
502億円（4.5%）

総務費
684億円
（6.1%）

保健福祉費
2,606億円
（23.4%）

公債費
915億円
（8.2%）

経済観光文化費
1,994億円
（17.9%）教育費

1,529億円
（13.7%） こども育成費

1,681億円
（15.1%）

市債
545億円
（4.9%）

国庫支出金
2,218億円
（19.9%）

諸収入
1,986億円
（17.9%）

市税
4,035億円
（36.3%）

地方譲与税・
その他

1,253億円
（11.2%）

法人
413億円
（10.2%）

固定資産税
1,528億円
（37.9%）

市民税
1,911億円
（47.3%）

個人
1,498億円
（37.1%）

普通税
3,593億円
（89.0%）

目的税
442億円
（11.0%）

　　国庫支出金
国が地方公共団体の特定の事務事業に対し
て、その事業実施の経費にあてることを条件
として、交付する給付金であり、国庫負担金、
国庫補助金、国庫委託金に分類されます。
　　市債
地方公共団体が、公共施設の整備事業など
の資金とするために借り入れる財源です。
　　地方交付税
地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、
全ての地方公共団体に一定の行政サービス
を実施するために、国税として徴収した税金
を地方公共団体へ交付するものです。
　　地方譲与税・交付金・その他
国（県）が徴収した特定の税目の税収を一定の
基準により地方公共団体に譲与（交付）するも
のを地方譲与税（交付金）といいます。
福岡市は、地方揮発油譲与税、自動車重量譲
与税、航空機燃料譲与税、地方消費税交付金、
軽油引取税交付金などの歳入があります。
　　自主財源
福岡市が自分の手で確保することができる収
入で、市税をはじめとして諸収入や使用料、手
数料などが該当します。市税は福岡市の自主
財源の約60％を占めています。
　　依存財源
国や県から割り当てられる財源のことで、国
庫支出金や地方交付税などが該当します。
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補助事業費
394億円（3.5%）

災害復旧事業費
0.1億円（0.0%）

補助費等
546億円（4.9%）

単独事業費
641億円（5.8%）

性質別歳出

普通建設
事業費

その他
817億円
（7.3%）

物件費
1,309億円
（11.8%）

出資金等
1,862億円
（16.7%）

人件費
1,654億円
（14.9%）

扶助費
2,994億円
（26.9%）

公債費
912億円
（8.2%）

その他
4,534億円
（40.7%）

義務的経費
5,560億円
（50.0%）

投資的経費
1,035億円
（9.3%）

市　税

第1章 福岡市の予算と市税収入
１．福岡市の令和７年度の当初予算（一般会計）

自主財源
6,617億円
（59.5%）

依存財源
4,511億円
（40.5%）


